





1.は じ め に
近年,欧 米を中心として新規航空会社の活躍が注 目されている。全般的な不況の波に大手航空
会社が苦 しむ中で,注 目を浴びている新規航空会社は,い ずれも好調な経営成績を残 している。
こうした新規航空会社の活躍を見て,業 界関係者の中には,こ うした新規航空会社の台頭,市 場
の席巻を,も はや不可逆的な流れと捉える見方がある。 しかし,そ の一方では,規 制緩和の先進
国である豪州では,国 内第2の 航空会社が経営破綻 し,寡 占化が進展 しているところもある。
また,ど ちらともいえず,ま だ動向が混沌としているところもある。たとえば米国のこれまで
の流れは,再 寡占化の流れとして捉えられていた。 日本の旧運輸省が行 った1999年10月 の調査
では,当 時の平均為替 レー ト(1ド ル=105円97銭)で 比較 した日米の国内線普通運賃は,日 本
の100に 対 してアメリカは415と いうものであった。 これは,寡 占化が運賃水準の高止まりをも
たらしたものと考えてよいだろう。 しかし,こ こにきて全米第2位 のユナイテッド航空の経営破
綻をきっかけに,大 手航空企業の経営スタイルの限界性が強く指摘されるようになってきた。
そこで本稿では,各 地域別に個々の状況を検証 し,現 在現れている変化が再寡占化か,新 規航
空会社の勢いの定着化か,果 してどちらの方向へ行きつこうとしているのかを探る一助としたい。
2.メ ガ ・キ ャリアの崩壊 と新規航空会社の台頭
2002年 における航空業界の最:大の話題は,何 と言って も全米第2位 の巨大航空会社であるユ
ナイテッド航空の経営破綻であろう。2002年12月9日,ユ ナイテッド航空の持ち株会社である
UALは,米 連邦破産法11条 に基づ く会社更生手続きを申請 した(1)。
この理由としては,新 規航空会社の台頭と,従 業員持ち株制度の問題性が露呈 したもの と考え
(1)「2002年9月 末現在のUALの 総資産は約242億 ドル。企業破綻を直前の資産規模でランク付けする
米国の慣例によると,ワ ール ドコム(総 資産1,039億 ドル)な どに続 き過去7番 目,航 空会社では1991




1990年 に発生 した湾岸戦争 の影響で,国 際的 に,国 際線 を運航 す る航空 会社 は大 きな ダ メー
ジを被 った。航空産 業は何 よ りも平和 の中で維持 される安全性に依拠す るものであり,戦 争 によっ
て観光需要 が激 減 した ことが,ダ イ レク トに航空産業 の業績 を悪 化 させたのであ る。
その一方 で,交 通産業 に共通す る特徴 として,航 空 に関わる労働者 は過 酷な労働環境 にさ らさ
れ るため,会 社 に対 す る帰属意識 よ りも,賃 金面 での待遇 に大 きな関心を寄せ ることが ある。 そ
して,も し自分達 の要 求が通 らなければ,ス トライキを うつ とい う直 接的な手段 に訴え ることが
で きるとい うことも大 きな特徴で ある。 この結果,航 空産業 の賃金 は,下 方硬直性(需 給関係 に
従 って需給 の均衡 が伸縮 的 にな らないこ と)が 高 い構造 にな ってい る。
こう した状況下,ユ ナイテ ッ ド航空 の経営側 は,.当面 の経営危機 をで きるだけ円滑 に乗 りきる
ため に,従 業員持 ち株制 度を活用す ることになった。
従業員持 ち株制度 は,も ともとベ ンチ ャー企業な ど,創 業段 階か ら高額 の報 酬を出 して従業員
のイ ンセ ンテ ィブを引き出す ことが不可能 な組織が,自 社株 を報酬 がわ りに従業員に割 り当て る
ことによって,自 分達 の努力 によって会社 が好業績 を収 め,発 展 し,公 開す るよ うになれ ば,自
分 達の持 ち株 によ って大 きな見返 りを得 るこ とがで きるという ことを もってや る気 を引 き出す と
い う仕組み であ る(2)。
ユナ イテ ッ ド航空 では,湾 岸戦 争後 の経営苦境を乗 りきるための人件費対策 と して,こ の従業
員 持 ち株制度 を導入 したのであ った。従業員側 は,こ う して割 り当て られた株 を組 合 と して まと
め,.そ の持 ち株比率 を もって経営陣 に組合 か ら代表者を送 りこんだ。 そ して,こ の ことが後 々,
'大 きな影響 を もつ こ とにな るので ある〔3)
。
2000年 末期 のバ ブル崩壊,2001年9月11日 の同時多発テ ロ,そ して2001年 冬か ら2002年 夏
にか けて起 こったエ ンロン,ワ ール ド・コムの事件 がもた らした米 国企業 の会 計 システム に対す
る市場 不振が重層 的に重 な って,米 国 の景気 はどん どん と悪化 の一途 をた どってい った0こ う し
た中,ユ ナ イテ ッ ド航空 を中心 と して大手航空会社 は収益 の落込 みに苦 しむ ことにな る。その一
(2)た だ し,こ の場合問題性が残 るのはイ ンサイダー取引の危険性である。 日本ではこの点に関する危惧
から,長 らくこの制度は認あられてこなかった。この制度が認められるようになったのは近年 になって
からの話である。
(3)「UALが 政府から債務保証を受けるため検討 したリス トラ策は当初,総 額150億 ドル(1兆8,70(億
円)の 合理化を目指 した。労働組合との交渉の結果,「5年 半で50億 ドル超」と大幅な後退を迫 られ,
政府の理解を得 られなかった。
UAL労 組は株式全体の55%を 保有する大株主(従 業員持ち株会は,こ の2週 間に960万 株を売却 し
ていたことが,米 証券取引委員会(SEC)の 資料で明らかになった。今後3週 間で,2,760万 株を追加
売却することも届け出ている。2002年12月10日 付 日本経済新聞)。 湾岸戦争の影響で業績不振 に陥っ
た1990年 代前半,人 件費を約1割 削減する見返りに自社株を従業員に譲渡する持ち株制度を導入した。
組合か ら役員を出すなど発言権も強い。UALは 組合に配慮した結果,2002年8月 に破綻 したUSエ ア




,後 述 の ように新 規航空会社は斬新 な経営手法 で市場 の切 り崩 しを進 めて くる。 こう してゴ
大手航空 会社 は,景 気の激 しい落込み と新規航空会社 の活躍 とい う2つ の攻撃 に さらされ,に つ
ち もさっち もいか な くな るので ある。
② 米国における新規航空会社の台頭
大手航空会社が深刻な経営危機に悩んでいる一方で,低 コス トを売 り物にする新規航空会社は,
好調な経営成果を残してきている。 これは,こ うした新規航空会社が,単 に低 コス トの面 だけで
消費者に受け入れられているのではな く,広 く,そ の斬新な経営戦略が消費者に受け入れられて
いるからだと言 ってよいだろう。
米国では1978年 のカーター政権下における航空 自由化政策以来,新 規航空会社 の参入が相次
ぎ,1980年 代中…盤には,250社 を超える航空会社が市場で しのぎを削った。 しかし,そ の後,自
由競争の環境が,予 約端末による情報化の面と,空 港における発着枠配分 という側面 において公
平性を欠いていたことをひとつの大 きな要因として,再 編,再 寡占化の方向へと逆コースをたどっ
た④。
もちろん,市 場要件だけがその原因とはいえない。低コス ト=劣 悪サービスという図式が成立
するような状況を,新 規航空会社自身が生み出 して しまったことに大きな原因がある。 ここが,
現在の新規航空会社の台頭 と状況を異にするところである。
そして,1990年 の湾岸戦争を最終的なきっかけとして,再 寡占化 は決定的なものとなる。弱
小企業は,こ こで徹底的に淘汰 され,ア メリカン航空,ユ ナイテッド航空,デ ルタ航空のビッグ・
スリーを中心とする寡占市場 となった。
その後,米 国の長期経済好況が出現 したことと,情 報化の進展が,1990年 代後半に,再 度,
新規航空会社台頭への道を拓 くことになる。
まず,1990年 代全体を通 じて現出 した米国の長期経済好況,ITバ ブルの発生は航空需要 を押
し上げ,新 規参入のための余地を生み出した。また,大 手航空企業 をリス トラされた人々が,起
死回生をはかって再挑戦をする機会 も,そ れに伴 って高まったのである。こうした中にサウスウェ
ス ト航空の台頭を位置付けることができるだろう。
次に情報技術の発展がある。 これまで,特 に航空産業は在庫をもつことのできない,い わゆる
空間財を扱う商売であるがゆえに,そ の在庫管理である予約システムの巧拙が,生 き残 りの鍵と
なってきた。従来であれば,巨 大航空企業は,そ のシステム構築に巨額の資金を投資 し,代 理店
への大 々的な予約端末の貸 し出しを行い,そ れによって市場 占有率を高めていった。 しか し,イ
ンターネ ットの登場は,こ うした市場のあり方に大きな変化をもたらすものとなった。インター
ネッ トを通して,航 空会社は旅行代理店を通さず,直 接に消費者 と航空券の売買を行 うことがで
きるため,最 小限の投資で流通への浸透を図ることができるようになったのである。 また,バ ー
(4)こ の点に関しては,拙 著 「航空の規制緩和』,到 草書房を参照のこと。
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チ ャル ・トラベル ・カ ンパ ニーの台頭 も,そ う した流れ を後押 しした。'バーチ ャル ・トラベル ・
カ ンパ ニ ーとは,従 来型 の店舗 を持たず,ネ ッ ト上 だけで商売 を行 う旅行代理店 であ る。 こう し
た代理 店が低 コス ト型 の航空会 社の格安 航空券を扱 うことによって,消 費者 への浸透 を図 ってい
く。 この動 きが新 規航空会 社組 にとっての後押 しとな ったのである⑤。 ジェッ トブルー な どはそ
の好例 と言え るであろ う。
新規航 空会社 の活躍 に関 しては,低 コス ト,低 料金の方が どう して も注 目されがちであ る。 し
か し,新 規航空会社の強 みは,な に よ りもそ の斬 新 な経営 にあるといってよいだろ う。新 規航空
会社 の起 源が リス トラ組 が起死 回生を図 っての事 業で あるがゆえに,そ もそもの労働 インセンティ
ブが非常 に高 い ということが挙 げ られ る(6)。
サ ウス ウェス ト航空 のポイ ン ト ・トゥ ・ポイン トの路線展開戦略 もその代表 的な例 であろ う。
また,ジ ェ ッ トブルーが,予 約 端末 を社外のパー トタイマーに貸 し出 して,そ こで作業 を させ る
とい うの も,従 来 の航空業界 の発想 では とて も浮かんで こない,画 期的 な事業革新 であ る。 そ こ
で,以 下 で は,こ うした大 きな影響 を米 国の航空 市場 に与えて いる代表 的な新規航空 会社 につい
て,そ の動向 を紹介 したい。
(3)ジ ェ ッ トブ ル ー ・エ ア ウ ェ イ ズ
米 国にお ける新規航空会社 の中で も,最 近特にその動向が注 目されているのがジェッ トブルー ・
エア ウェイズであ る。 ジェッ トブル ー ・エアウェイズは,2002年2月 にニ ュー ヨー ク～ フロ リ
ダ間 で操業 を開始 した。 ニ ュー ヨー クJFK国 際空港 を拠 点に シア トル,ラ スベガ ス,ニ ューオー
リンズな ど南部 ・西部 を中心 とす る20都 市 へ1日142便 を運航 している。 そ して,2002年4月
には,米 ナ スダ ック市場 に上場 を果 た した(7)。
ジェッ トブル ーの飛躍 は,イ ンターネ ッ トの発 展 ・普及 と,そ の利用があって初めて可能 となっ
た ものであ る。以下,日 本経済新 聞 に紹介 された内容か ら抜粋 して見て いきたい。
第一 に顧客 に対す るサー ビス面の改革 があ げられ る。 ジェ ッ トブルーを利用す る者 は,航 空 券
購入,座 席指定,マ イ レー ジメ ンバ ーへの登録をすべて 同社 のイ ンターネ ッ トサイ ト上 で済 ませ
るこ とがで きる。航空券 をネ ッ ト上 で販売す る会社 は珍 しくないが,全 部 の航空券 をネ ッ ト経由
(5)こ の代表格がトラベロシティである。 トラベロシティは,日 本でも,ビ ジネスモデル特許の代表的な
例 として盛んに紹介されている。 これは,航 空券の売買にオークション方式を取 り入れたものである。・





した価格が,ネ ット上で行われるために,他 社に知 られなくてすむということである。 これは市場の価
格秩序を乱す可能性を減 らすという意味で,市 場全体にとって も有益な意味をもっている。




で販売 す るの は同社 だけであ る。 同社 の副社長 は,「 我 々のマイ レー ジシステムはプラチ ックカー
ドを発 行 しない し,手 紙 も送 らないので他社 よ りコス トが低 い」 と語 って いる。
次 に運航面を見てみ よ う。競合他社 のパ イロ ッ トが分厚 いかばんを操縦室 に持 ち込むのに対 し,
ジェ トブル ーのパ イロ ッ トはノー ト型パ ソ コンを携行 す る。
パ イ ロ ッ トは通常,フ ライ トの たびに,運 航 マニ ュアルや非 常時マニ ュアル など数百ペ ージの
手 引書 を空 港近 くのオ フィスで受 け取 る。 ジェッ トブルーは この手続 きをネ ッ トに置換え た。パ
イ ロッ トは手元 のパ ソコ ンを空港 に備え付 けの サーバ ーに接続 し,全 マニ ュアルを毎秒百メガビッ
トの速 さで取 り込む。 かか る時間 は1～2分 間であ る。
「米航空業界 でマニ ュアルをすべて電子 化 してい るのは我 々とフェデ ックスだ け」 .と,ジ ェ ッ
トブル ーのCIOは 述べ ている。 フェデ ックスが航空機 にパ ソコ ンを備 え 付 けて い るのに対 し,
ジェッ トブルーはパイ ロ ッ トがパ ソコ ンを携行 して いる。 マニ ュアルだけでな く社 内情報 も外出 ・
先 か ら入手 す る。
離着 陸時の機体重量 や燃 費,必 要燃 料を割 り出す フライ トエ ンジニアの仕事 もパ イ ロッ トが兼
務 してい る。 表計算 ソフ トで あっとい う間 にで'きるためであ る。 「パ イロ ッ トのIT武 装 に よ り,
人件費換算 で年1万 時間分 の コス トを節約 できてい る」 と同CIOは 述 べてい る。
とはいえ,ITに 巨額 資金 をつ ぎ込 んでい るわ けで はない。IT投 資 は累積 で も40万 ドル(約
4,800万 円)未 満 である としてい る。 ソフ トがすべて内製で あるのが,こ う した ことを可 能 に し
て いる。
2002年7～9月 期の純利益 は前年 同期費22%増 の1,220万 ドル(約15億 円)で あ った。 赤字
に沈む大手 を尻 目に,着 実 に利益 を稼 ぎ出 して いる。1マ イル飛んだ時の運航 コス トは6.82セ ン
ト(1座 席 当た り,2002年1～3月 期)で,ユ ナイテ ッ ドやア メ リカ ン航 空の6割 弱 の水 準。 格
安航空会社 の先駆者 であるサウスウ ェス ト航空 と比べて も7%程 度低 い(図1)。
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さ らに客室乗務員 につ いて も斬新 な取 り組みが行 われてい る。客 室乗務員 の大半 はパ ー ト・タ
イ マーであ り,1日1フ ライ トしか飛 ばない乗務員 もいる。
このよ うに,コ ス ト削減努力 は会社 の隅 々まで及 んでいる。
ジェ ッ トブル ーは,次 の狙 い も定 めてい る。 チ ェックイ ン時に利用 客のスー ツケ ース に取 りつ
けるタ グだ。 このタグに,バ ーコー ドの代 わ りに半導体 を埋 め こむ考 えを示 してい る。 「利用 者
が間際 にキ ャンセル して も,い ったん積み込んだスーツケースを即座 に取 り出せ る」 という(8)。
(4)フ ロンテ ィア航空
米国南西部を拠点とするフロンティア航空は利用客が搭乗予定 日に出発時間を変更 して も追加




米 国に対 して,さ らに新規航空会社 の台頭が 目立 ってい るのが,欧 州にお ける航空市場である。
欧州 にお ける代表的 な新規航空会社 と しては,イ ージー ジェ ットとライ アン ・エ アーの2社 の
名前 を挙 げるこ とがで きる。
欧州 で は,1997年 に欧州連合(EU)が 航空 自由化 を完了 した。 これに よ って,EU加 盟 国 の
航空会 社 は,EU域 内の2国 間を好 きな料金 で自由に飛べ るようにな り,こ れを受 けて新 規航 空
会社 の飛躍が始 ま った⑩。
欧州 にお ける新規航空会社台頭 の草 分 けであ るアイル ラン ドの ライア ンエ アーは,こ れまで格
安航空業 界最大手 として活躍 し,2QO2年4～9月 期 の最終利益 が前年 同期比 で7割 強増 え た。 欧




め,戦 後の早い段階から,域 内での市場統合が模索されてきた。それが,1985年 に策定 された欧州域
内市場統合白書によって,統 合のスケジュールが明確 になった。これを受け,航 空市場においても,3
つのステップを伴う自由化のプランが立てられ,実 行されていった。これがパッケージ1,2,3と 言わ
れるものである。本格的な自由化の方向に動いたのは1993年1月 から開始されたパ ッケージ3で あ っ
た。この中では,カ ボタージュ(第3国 の国内を運航する権利)の 解禁,運 賃における二重不承認主義
の導入(関 係する両国政府がいずれも反対 しなければその運賃は認可されるという仕組み。従来は二重
承認主義で,両 方の国の政府が賛成しなければ運賃は認可されなかった。これによって,運 賃は限りな
く自由化に近づいた。)な ど,画 期的な内容が示されていた。しか し,.その結果,市 場が過度に混乱す
るのを避けるため,1997年 までは暫定措置として,問 題が生じた場合には政府の介入を認めるという
セーフガー ド条項が認められたのであった。1997年 はその暫定措置が解除された年 である。 したが っ
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(カ ッコ内 は前年 同月比増加率)(13日 現在,主 要市場 での時価総額 を 日本 円に換算)
図2
り,機 内サー ビスを省 いた格安 航空会社 の路線展開 に適 してい る。 ま た,2002年5月 に は英 国
航空 の ドイツでの子会社 である ドイチ ェBAを 買収権 利 も獲得 して いる。
これに対 して,2002年7月 には,格 安航空業界2位 の英国 イー ジー ジ ェ ッ トが,同3位 の英
国ゴー ・フライを買収,旅 客規 模で ライ ア ンを上回 る最大手 に浮上 した(図2)b英 国を 中心 と
す る両社が合併 し,英 国市場 に大 きな影響 をあたえ ようと して いる('D。
(2)新 規航空会社の台頭を受けた既存航空会社の対応
ここにきて,市 場の激変 に対応す べ く,最 も社会主義 的色彩 の強か ったフラ ンスで も新 たな動
きが 出て きた。 ナシ ョナル ・フラ ッグキ ャリアのエール ・フランスの民営化が政府決定 されたの
であ る㈹。
また,こ れに先 だって,KLMオ ランダ航空 は,2002年9月,エ ール ・フラ ンス と戦 略的な提
携に向けた交渉 に入 ったことを明 らかに した。 エール フラ ンス も同 日,米 国のデル タ航空 などと
構 成す る国際航空企業連合 「スカイチーム」 にKLMを 迎え る準備を進めて いると発表 した。
国 内市場の狭 いKLMは,国 際線市場 に活路を見 出 さな ければな らな い。 そのため,こ れまで
も,英 国の ブ リテ ィッシュ ・エ アウ ェイズ(BA)や,イ タ リアの ア リタ リア航空 と合併 交渉 を
進 めたが,失 敗に終わ っていた。 これ に対 して,エ ールフラ ンスが属す るア ライア ンスで あるス
カイチームは,「 スター ・デライア ンス」,「 ワンワール ド」 に対 し,旅 客数 や旅客 収 入 で見劣 り
(11)2002年ll月25日 付日本経済新聞。
(12)「 フランス政府は,2002年12月19日,エ ールフランスを民営化する法案を閣議決定 した。競争力を
高あるとともに,資 本調達先を広げて航空業界の世界的なグループ化の流れに対応する。同時に政府の
財源確保 も狙 っている。
フランス政府は同社の発行済み株式の54.4%を 保有する筆頭株主である。 このうち30～40%を 売却
し,最 終的には政府保有比率を20%未 満に引き下げる考えである。」2002年12月19日 付日本経済新聞。
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(1)ハ ブ ・ア ン ド・スポークか らポイ ン ト・トゥ ・ポイ ン トへ
1980年 代の規制緩和 ・自由化政策の中での激しい生き残 り競争の中で,よ り効率的な事業運
営をはかるために.,「ハブ ・アンド・スポーク」と呼ばれる運航方式が業界全体 に広 まった。 こ
れは,拠 点(ハ ブ)空 港に地方からの旅客をいったん小型機で集め,こ こから他の大都市へと大
量輸送を行い,そ こか ら最終目的地であるところへ小型機で輸送 していくというものだが,旅 客
を1ケ 所 に集めて各地に送 り出せるので効率運航の向上が可能とされてきた。
だが,旅 客の乗 り継ぎを円滑にするため,拠 点空港での発着が特定時間に集中し,航 空機の待
機時間が長 くなる欠点 も露呈 してきた。さらに,.同方式を取る大手同士が争 う時代ならまだ事態
はそれほど激 しく変化 しなかったであろうが,路 線数の少ない新規航空会社が目的地を直接結ぶ
方式で参入すると事態は一変 した。 これがポイント・トゥ・ポイントと呼ばれるものである。 こ
の方式だと,乗 客が機内に荷物を運び込めば乗 り継ぎ便を待たずに飛びたてるためである㈲。
この方式をいち早く導入したのが,米 国のサウスウェス ト航空である。サウスウェスト航空は,






欧米では,と もに大都市圏において主要空港 とは別に,そ の周辺に複数のローカル聖港が配備









5.世 界的携行である競争促進 とは逆の動 きの現れ
これまで述べてきたように,欧 米では規制緩和政策の導入を背景 として,新 規航空会社の台頭
が見 られている。 しかし,規 制緩和先進国のオース トラリアでは,こ うした世界的な流れ とは逆
に,既 存の大手航空会社の独占化が進んでいる。こうした回帰現象をどう見るべきなのか。以下
にその動向を見てみることにしよう。
(1)ア ンセ ッ ト航空 の経 営破綻
オセアニア地 区は,1980年 代 か ら規制緩和,自 由化政策 において,世 界の先頭 を走 って きた。
そ して,日 本で は,こ うしたオセアニ ア地 区の取 り組みが,常 に自国の政策 のモデルケー スと し
て紹介 されて きた。 そ して,航 空 市場,ま た空港政策や航空管制 システムな ど,そ の関連領域で
も,そ の取 り組 みは非常 に先進 的であ り続 けてい る。そ う した中,こ こにきて注 目すべ き動 きが
オ ース トラ リアにおいて起 こってい る。 国内第2の 航空会社で あるア ンセ ッ ト航空 が経営破綻 し
たので ある(17)。2001年9月14日 か ら,つ いに全路線 の運航 を一旦停止 した。 その後,以 下 のよ
うな紆余曲折を経て,2002年3月4日,66年 間の歴史 に幕 を下 ろ した。
② アンセ ット破綻の経緯
ア ンセ ッ ト航空 の経営悪化 に際 し,2001年10月 に入 り,オ ー ス トラ リア政府 は,ア ンセ ッ ト
航 空の管財人 と協議の結果,解 雇 予定 の約8,000人 の従業員 に対す る支 払い額の うち,1億9,500
万 ドルを負担す ることを決定す る とともに,ア ンセ ッ ト傘下のケ ンデ ル,ヘ イゼルス トン,ス カ
イ ウェス トの3社 の地域航空会社 に対 して,低 利融資を実施 した㈹。 また,政 府 は,ア ンセ ッ ト
従 業員の失業補償金捻 出のため,新 た に航空券 税(国 内線航空券1枚 に対 し10ド ルを課 税)を
導 入 し,ア ンセ ッ ト航空 の売却が完了 するまで継続 され ることにな った。
ここでは,果 して一民間企業 の救済 のために,新 たに税金 を課 す ことが合理 的であ るか どうか
とい う疑 問が残 る(航 空券税 のケース)。 確かに大量失業 の発生 による社会 不安 を防 ぐため とい
う名 目は掲 げ られ るだ ろうが,自 由化政策 を推進 してい る豪 政府 の政治姿勢 とは相 容れない もの
ではないか と考 え られ る。
ア ンセ ッ ト航空 の再建 につ いて は,2002年1月29日,メ ル ボル ンにおいて,豪 労働 組合 評議
会(ACTU)と 実業家 フ ォックス,ル ー両氏の コ ンソー シアム であ る テス ナホ ール デ ィ ングス
との間で,2億2,400万 ドル の従業員失業補償 について合意 がな された結果,同 日開催 され たア
(17)こ れに遡 って,ア ンセッ ト航空は,機 体の整備不良が原因で豪航空当局から一部の運航停止を命じら
れており,旅 客離れが著しい状態が続いていた。
(18)『 オース トラリア概要2002』,シ ドニー日本商工会議所編集委員会編集,シ ドニー日本商工会議所発
行,2002年6月,138ペ ージ。
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ンセ ッ ト債 権者会議で,テ スナホールデ ィングスに総 額5億1,400万 ドルで売却 す るこ とが 決定
された。
その後,テ スナホールデ ィ ングスは2月15日,シ ドニ ー空港 との間 で空 港 ター ミナルの使 用
につ いて合意。再建計画 は順調 に推 移 してい るもの と思 われたが,2月27日 にな り,突 然,ア
ンセ ッ ト航空買 収計画 の中止 を発表 し,各 方面 に大 きな衝撃 と落胆 を与 えた。買収計画断念 の最
大 の理 由は,ブ リスベ ン,メ ル ボル ン,ア デ レー ド及 びパ ースの各空港 当局 との間で進め られ て
いた ター ミナル ビルの リース契約 が期 限の2月28日 まで に完了で きな くな ったた め と言 われ て
い る。
この結果,1936年2月17日,ハ ミル トン～ メル ボル ン便を初運航 した ア ンセ ッ ト航空 は,3
月4日 のパ ース～ シ ドニー線 を最後 に,66年 間の歴史 に幕 を下 ろ した。
ア ンセ ッ ト航 空の管 財人は新 たな資産売却先 と交渉 を開始 した と報道 されてお り,英 国 ヴ ァー
ジンア トラ ンテ ィ ック航 空の子会社 であるヴ ァー ジンブルー,大 手 海運 会社 のラ ング,そ して シ
ンガ ポール航空 の名が挙げ られて いる。
ア ンセ ッ ト航空の親会社で あるニ ュー ジー ラン ド航空 の経営 危機 も伝え られて お り㈹ オ セ ア
ニアの航空及 び観光業 界は当面,目 ま ぐるし く変動す るこ とが予想 されてい る。
(3)カ ンタス航空及び新航空会社オース トラリアン航空の動向
ア ンセ ッ ト航空破産 後,豪 州 国内線 の圧倒 的シ ェア拡大 を確保 す ることによって,カ ンタス航
空 は財政基 盤 を強化 した(19)。カ ンタス航空 は この勢 いに乗 じて,国 際線 にお いて も路線再編 によ
る積極 的展 開を図 ってい る。 その一環 として,東 京 ～メルボル ン線 の直 行便化 を図る一方,カ ン
タ ス航空 の全額 出資(経 営 は分離)の 新規航空会社 「オース トラ リアン航空」 を設立,低 コス ト
オペ レー シ ョンによる国際線路線網 の再編 に着手 し,2002年10月 か ら11月 にか けて,順 次,
ケ ア ンズをハ ブと した路線網 の開設 を予定 している。
この第2航 空 会社 が どこまで うま く機能す るのかが,カ ンタス航空が今後,国 際市場で生き残 っ
て いけるか どうかの重要 な試金石 とな るであ ろう。 なぜな ら,こ の まま,カ ンタス航空 の国内市
場で の絶 対的優位が続 けば,一 面 では,確 か に,新 たな投 資余 力を生み,1こ れか らの激 しい国際
間競争 に十 全 な体制で臨 むことがで きよ う。 しか し,そ の反面,国 内市場 におけ る独 占利益 の享
受 によ って,従 業員か らの待遇改善 要求 も激 しくな り,経 営改革が緩慢 にな ってい く恐 れがあ る
(19)カ ンタス航空は2002年11月,経 営危機のため再国有化されたニュージーランド航空の株式の22.5%
を取得すると発表 した。カンタスはNZ航 空への出資を通 じて,南 太平洋路線での路線を強化す る。.
NZ航 空はカンタス傘下で経営再建を目指す。買収価格は5億5,000万 ニュージーラン ドドル(約335
億円)前 後。両社はマイレージサービスの共通化や共同運航を進める。これまでカンタスとNZ航 空が
競合 していたニュージーランドの国内路線,豪 州 ・ニュージーラン ド間の路線については,そ れぞれの
機材や乗務員を使 った運航を続けるが,運 賃やスケ ジュールは,NZ航 空が一括管理する。NZ航 空 は,
ニュージ「ランド政府による行財政改革の一環として1989年 に完全民営化されたが,子 会社である豪
アンセット航空の破綻や米同時テロの影響で,経 営が行き詰まった。2001年10月 には政府がNZ航 空





ア ンセ ッ ト航空 が経 営破綻 したが故 に,も と もと第三 国の航空会 社で あ りなが ら,豪 州市場 に
おける第2の 航空会 社 とな った ヴ ァージ ン ・ブル ー社 は,こ う した ドラマテ ィ ックな再編劇 をど
の よ うにと らえてい るかをイ ンタ ビュー した。
その際,ヴ ァー ジン ・ブルーの担当者 は,自 分達が追 い求 めてい る消費者 層 は,カ ンタズとは
全 く違 う ものなので,カ ンタスの独 占化の傾向 は全 く意 に介す るもので はな いと言いきっていた。
ヴ ァージ ンの目指 す層 は,カ ンタスのようにエグゼ クティブ志向ではな く,低 コス ト,ま たパフォー
マ ンス志 向であ り,は っき りとカンタス とはセ グメ ン トが分 かれてい るもので ある。 そ して,将
来 はこのセグメ ン ト層 が成熟 し,カ ンタスのセ グメ ン トに食 い込 んでい くことを狙 ってい る⑳。
(5)オ ース トラ リアにおける空港民営化の動 き
近年,世 界中で空港の民営化が進められている⑳。そうした中,オ ース トラリアも先進的に空
港の民営化に取 り組んだ。
空港が民営化されれば,空 港はその収益を最大化するために,な るべ く発着便数の多い航空会
社が抱え込もうとするのが当然の動きとなる。現に米国では,規 制緩和の推進を妨げる要因となっ
たのが,こ のハブ空港の動きであった。その結果,全 国の主要空港では,大 手航空会社の独占,
寡占状態が常態となり,新 規航空会社の進出を妨げることになった(22)。
オース トラリアでも,米 国のような流れになる可能性がある。それは2つ の可能性をもつこと
になろう。すなわち,一 方では,カ ンタス航空の優位を更に強固なものとすることを通 じて経営
基盤を磐石なものとし,厳 しさを増す国際競争の中での対応力の向上につながる。 しか し,そ の
一方では逆に,競 争促進による危機感が希薄化 し,状 況の変化に即応 した改革ができなくなるよ
うになれば,長 期的な観点から見て,大 きな経営 リスクを背負い込むことになる。今後の動向が
大 いに注目されるところである。
⑥ 公正取引委員会の取 り組み姿勢
現在 のよ うな独 占化への動 きを,当 地の規制当局 は どのよ うに見 てい るの か。2002年8月,
筆者 は,日 本の公正取引委員会 にあたる組織に ヒア リングを行 った。 オース トラ リア国内市場の
(20)し かし,こ うしたヴァージン・ブルーのあり方については,イ ンターライニングをしないことの限界
性が,提 携による展開を模索する他社から指摘 されている。
(21)日 本でも空港を巡る投資効率の悪さを取 り上げ,そ の民営化を急 ぐ一方で,地 方経済の公共事業の重
要性から,な かなか空港の民営化をめぐる本格的段階へと移行できない状態にとどまっている。
(22)こ の点に関 しては,昨 今,米 国で新規航空会社が数社連名で,大 手航空会社による主要空港独占の状
況を,不 当競争に当たるとして裁判に訴えたケースが注目された。これに関しては,日 本の置かれてい
る状況と類似するものがあったために,日 本の航空会社も大きな関心を示 していた。その結果は,事 実
証明が不十分であるとして原告側の敗訴 となっている。
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動向について尋ねてみると,現 状に関 しては特に問題祝することはないとのことであった。む し
ろ,国 際的アライアンスの進展状況 について懸念を示 しており,ア ライアンスによって他国の航
空会社に自国に絡む路線をコントロールされる可能性に神経を尖 らせている。
6.ア ライ ア ンスの進展
新規航空会社の台頭によって市場が混沌とする中,近 年,航 空業界では,ま た航空業界に限ら




国際化が進展すれば,そ れだけ,こ れまでの事業の取扱領域では,社 会的需要に十分対応でき
なくなり,新 たなビジネス領域,国 際交流の深化に対応すべ く,異 文化の領域に踏み込んでいか
ざるを得な くなる。 しかし,そ うなれば,文 化の違 いも大きくなり,そ の結果,経 営面において,
お互いの共通認識が薄 くなり,問 題が多 く起 こる可能性が高まってくる㈲。そうであるな らば,
お互いの市場は,そ の市場を一番良 く知っている地元の企業に任せ,自 社は自分の市場の業務 に
専念 し,お 互いが独立的に協力することが賢明な選択肢 となる。なぜなら,今 日のような変動の




また,為 替変動の振幅の拡大 も,こ の動きを推 し進めた大きな要因の一つと考えられるだろう。
情報化の進展は,為 替取引きについてもプログラ ミング取引という新たな リスク回避手段を可能
とした。プログラミング売買とは,為 替市場の変動に対 して,予 め打ちこまれたコンピューター・
プログラ ミングによって,自 動的に為替の売買を行 うものである。従来は,人 の判断に任せてい
たが,そ うすると,24時 間の動 きに対応 しなければならないため,そ の人の肉体的限界に制約
されることがあり,ま た,そ の判断 ミスに伴 うリスクを回避する必要性 もあった。 しかし,こ の
システムは,い ったんある流れが形成されると,ど のプログラムも大差のないものであるがゆえ
(23)日 本の場合には,特 に中国の場合を想定 してみればよい。プラザ合意による円高をきっかけとして,
日本企業は相対 コス トの上昇による国際競争力の低下に悩んだ。その結果,コ ス ト優位を求めて周辺ア
ジア諸国に生産施設を移転 させていった。いわゆる 「空洞化」現象である。 日本にとって,特 に中国の
場合には,共 に漢字文化として共通性が高いだろうとの 「一方的」思いこみから,盛 んに企業の進出が
試みられたが,労 務管理を中心に,多 くの 「文化摩擦」が発生 し,相 当な数の日本企業が中国からの撤
退を余儀なくされてきた。実際には,両 国の間での労働に対する考え方,政 治体制に大 きな違 いがあっ
たためである。こうした事例は,直 接海外に工場など,自 社資本を進出させることの難 しさを端的に物
語 るものである。
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に,そ の流れ を加速 す う性質 を もってい る。 その結果,為 替変動 の振幅 が激 し くな り,そ れだけ
国際間取引 の リス クが大 き くな って きた。 こう した リスクを避 けるためには,現 地 の企業 に最大
限の業務 を任せ た方 が有利 とな る。
② 付加価値の高 いサー ビスの追 及1マ イ レー ジ ・サー ビス
マイ レージ ・サ ー ビスは,現 在,大 きな顧客 囲い込 みの手段 となって いる。 マイ レー ジ ・サー
ビス とは,乗 客が飛行機 に搭乗 した距離 と料金種 別に応 じて ポイ ン トが たま り,そ のポイ ン トに
よって無料航空券 な どの特典 を得 ることがで きるとい う仕組みで ある(24)。この魅力 を高 め るため
には,利 用者が ポイ ン トを獲得 した時に,で きるだけ多 くの魅力的 なデ ステ ィネー ションを提示
す ることが必要 となる。 しか し,先 に述 べたよ うに,一 社 で単 独で,こ う した広範 なネ ッ トワー
クを構築 し,維 持す るような時代 ではな くな ってきてい る。 そのため,一 社単独で は,消 費者 に
とって魅 力の あるデスティネー ションを十分 に提供す ることがで きない。そ こで,提 携 によって
お互 いの顧 客 に対 して,そ れ ぞれが 自社 のFFPの 付加価値を高 めることを追 及 して きた ので あ
る。 こう した意図が,ア ライア ンスを更 に推 し進 める要 因 として機 能 して きた㈲。
(3)ユ ナイテッド航空破綻の影響はどうなるか
ユナイテ ッ ド航空 の経営破綻 は,現 在の アライ ア ンスの二極構造 を ぐらっかせ るものとなるか
もしれない。 スターア ライ アンスとワ ンワール ドは,と もにアメ リカの二大 航空会社であ るユナ
イテ ッ ド航空 とア メ リカ ン航空 をその中核企業 と してい る(図3)。 この均衡 関係 が崩れ る こと
は,国 際航空市場 に とって大 きな意味を持 ちうる もの となるであろ う。
こ ケしたバ ランスの崩壊 は,当 然 スターア ライ アンス陣営 に とっては憂慮 すべ き事 態で ある。
その結果,ス ターア ライア ンスの メ ンバーか ら,ユ ナ イテ ッ ド航空 に対 して,個 別に次々 と支援
策が打 ち出されている。
たとえ ば,ル フ トハ ンザ ・ドイ ツ航空 は2002年12月9日,UALに 対 し,金 融 支援 を 検討 す
ると発表 した。支援 の方式 や金額 な ど具体 的な内容は明 らか に して いないが,今 後 どう支 援す る
かをユ ナイテ ッ ド側 と協議す る方針 だ とい う。 ただ,同 社がユ ナイテ ッ ドに資本参加 する との観
測 は否定 している㈱。'また,日 本 の全 日本空輸 もいち早 く,ユ ナイテ ッ ド航空 に対す る支 援策 を
表明 した。
いずれ もユ ナイ テ ッ ド航空 の経営破綻 は,航 空市場 において膨大 な失業を生 み出 し,航 空業界
(24)こ の制度は,か な り以前か ら導入されてきた。それがここにきて,再 度脚光を浴びている。日本では,
このFFPは なかなか普及 しなかったという経緯がある。それは,景 品法の存在によって,無 料航空券
など,利 用者にとって魅力のある見返 りが提供できなかったことによる。
(25)た だし,こ のマイ レージ・サービスに関 しては,需 要の先食いであるとして,以 前から,そ の経営に
対する危険性が指摘されてきた。需要の先食いとは,今,顧 客を取 り組むための手段として,積 極的に





















における労働需給の緩和を もたらすであろう。 これは新規航空会社,あ るいは新規参入をめざす
者にとっては,航 空業界独特のノウハ ウをもった優れた人材を容易 く確保できるという,よ い環
境が現出することになる。 しかし,既 存の航空会社の労働者にとっては,待 遇悪化の更なる引き
がねになりかねない。
(4)ア ライア ンスに属す るメ リッ トとデメ リッ ト
巨大 ア ライ ア ンスに属すれ ば,小 さな企 業であ って も分を犯 さない範囲で生存 を保障 される。
また,そ の 中で独 自性を発揮 でき るのな らば,そ の勢力 を拡大 す ることは可能 となろう。そ して,
何 とい って も,ア ライ ア ンスのブ ラン ド ・バ リューを享 受で きるというの は,'も っと も大 きな メ
リッ トであ ろう。 これ によ って,そ の会社 に対す る信頼 度 も高 まるか らで ある。
近年,価 格競争 ゐ轍 しくな る中で,企 業の ブラン ドの持つ力 に対す る関心 が強 ま ってい る。 価
格 の引 き下 げ競争 は不毛 な側面 を もつ。'そう した事 態か ら脱却す るためには,ブ ラン ドの力によっ
て ロイ ヤル テ ィを確保す ることが最 も有効 な戦略 と して捉え ることが できる。
ア ライア ンスの形成 は,上 述 の ように新規投資 コス トを削減す るメ リッ トもあ る。
そ う した反面,ア ライア ンスに属すれ ば,そ の アライ ア ンスと して の統一性 とい うものに個別
企業 の行動 が拘 束 され て しま うというデメ リットもある。特 に相対的 にそのアライア ンスでの位
置 付 けが低 い企業 にと っては,リ .一 ダー的存在の企業の方針 に従 わざるを得 ない ことで,経 営の
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出所:日 本航空資料
図4JAL提 携 先 の 属 す る ア ラ イ ア ン ス
イ ア ンスに属 さない数少 ない例であ るの も,こ う した理 由か らである(図4)(n;。
㈲ 独占禁止法との関わり
ア ライア ンスにはどの企業 も参加 でき るとい うものではな い。 アライ.アンスの加盟 にあた って
は厳 しい選別が行 われるが,こ の選別 が,自 由な市 場間競争を阻害す る ものにな りかねないとい
う側 面 も指摘 され る。 アライア ンスを組 む前提 は,ア ライ ア ンスと して一体 的な,同 質 のサー ビ
スを供 給す ることが できるか どうか とい うこ とであ る。 た とえ ば,安 全性 につ いて考 えて みるな
らば,ア ライ アンスを組 んだ企業 が もし事故 を起 こした とす るな らば,ア ライア ンス全体 の信頼
性 が損 なわれ ることになる。従 って,ア ライア ンスの加盟 に当た っては慎重 な選別作業が行 われ
る ことにな り,そ の基準 を満 たさない ものはある機 会を逸す ることにな る。 この ため,ア フリカ
や中東 な どの新 興市場の航空会社 は,ほ とんどアライア ンスに属 していな い。 これ は,あ る意味
では,業 界 による優良企業の選別作業 とと らえる こともで き,安 全,サ ー ビスの水準確保 という
航空産業 の大 命題か らすれば望 ま しい面 を もつ こと も確 かであ ろう。 しか し,新 規参人組 の企業
活力 を有効 に市 場 に還元で きないという意味で はやは り問題 の残 るところで はあ る。
(27)日 本航空の場合,ワ ンワール ドとの関係性が強 く,実 質的にワンワール ドの一員として見なされるこ
ともある。 しかし,そ うかといって,完 全にワンワール ドに参加 してしまえば,こ れまで,ワ ンワール
ド以外の様々な航空会社と2社 間で進めてきた各種提携を全面的に見直 さなければならないことになっ





以上,欧 米ならびにオース トラリアで現在進行中である航空再編の動きについて,そ の現状と
背景 を見てきた。大きくは新規航空会社の台頭と既存大手航空会社の苦戦 という形で捉えられる
ものの,ア ライアンスの動向次第では,新 規航空会社の今後の活躍 も制限されるものとなるか も
しれない。市場再編の現在の方向が不可逆的なものといえるかどうかは,ま だ今後数年の動きを
追っていかないと確言 はできないであろう。そして,こ うした事態の検証が,今 後の日本市場の
あり方を模索する上で重要なヒントを提示してくれる。
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